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第１章 序論 
 
１－１ 研究背景 
 近年、 高度成長期に建設された土木建築構造物の多くは、40年以上を経過し、鉄筋コ
ンクリート（Reinforced Concrete）構造物の劣化が社会問題となっている。国土交通省によ
る鉄道構造物におけるコンクリートの剥落事象についての報告では2013年度に47件、2012
年度に66件の報告がされている。有名な事例として1999年のJR西日本新幹線トンネルに
おけるコンクリートの剥落2012年の笹子トンネル天井板落下事故があげられる。特に後
者の事例では9名の死者がでる大惨事となった。そのため、RC構造物の早期点検が求め
られている。RC構造物の劣化現象として、コンクリートの断面欠損、剥離、鉄筋の腐食な
どがあげられる。いずれもRC構造物の耐久性・安全性の低下に直結する。これらの劣化現
象はコンクリート内部で進行し、表面のひびわれが発覚した時点で内部では損傷が大きく
進んでいる場合が多い。このような劣化が進行したRC構造物を早期に発見し、補修する等
の対応が必要である。 
 RC構造物の主な劣化原因としてとして以下のものがある。 
(1) 塩 害  
塩害とは、塩化物イオンがコンクリート中に浸透し鉄筋表面の不動態皮膜が破壊
され、鉄筋腐食が進行することである。塩化物イオンの発生源として海岸近辺の潮
風による飛来塩、海水、凍結防止剤として使用される塩化ナトリウムなどが考えら
れる。鉄筋は錆びることによって膨張し、コンクリートにひび割れを発生させ、さ
らに錆びやすい状況をさらに作り出し、 剥離、剥落などの危険な状態へと急速に進
行する。  
(2) 中性化 
中性化とは、空気中の二酸化炭素とコンクリート中の水酸化カルシウムが反応す
ることによって炭酸カルシウムが生成され、コンクリートの高アルカリ状態失われ、
鉄筋表面の不動態皮膜が破壊され鉄筋の腐食が進行することである。コンクリート
が中性化してもコンクリートの物理的、機械的性質はほとんど影響を受けない。し
かし、コンクリートが中性化し、pHが 11以下に低下すると不動態皮膜が破壊され、
鉄筋の腐食が生じやすくなる。 
(3) 凍 害 
凍害とは、寒冷地などでコンクリート中の空隙中に存在する水分が凍結→膨張を
繰り返すことにより、ひび割れの発生や剥離が生じ、損傷が次第にコンクリート内
部に進行する現象を凍害と呼ぶ。それを受けたコンクリートは一次的には表面にひ
び割れが発生し、このひび割れがさらに浸水あるいは中性化を促進させ、その後に
鉄筋の腐食が発生する。 
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上記のいずれの例によっても鉄筋の腐食が引き起こされ、腐食鉄筋の膨張によって、コン
クリートの断面欠損、剥離・剥落が生じ、それが RC 構造物全体の耐久力の低下の原因とな
っている。したがって RC 構造物中の定期的な検査による鉄筋腐食の早期発見が求められ
ている。 
 
上記した RC 構造物中の鉄筋腐食について現在使用されている検査方法を述べる。 
(1) 自然電位法 
前述より鉄筋の腐食は電気化学的反応によって進行するため、腐食の進行により鉄筋
の電位も変化する。健全なコンクリートは高アルカリ性で、鉄筋が不動態化しているた
め、-100~200mV の電位を示すが、腐食が進行することにより電位が卑な方向へ変化す
る。自然電位法は鉄筋腐食と電位の関係性を利用し、電位を測定することにより腐食の
検出を行う方法である。この方法は原理が単純で測定も簡単な事より実用化されている
が、腐食の可能性を示すためのものであり、コンクリートが十分湿っている場合のみ正
しい電流の値が得られること、表面がコーティングされている鉄筋には使用できないた
め確実な検査方法とは言えない。また測定には鉄筋を一部はつり出さなければならない
ため完全な非破壊検査とは言えない。 
(2) 分極抵抗法 
分極抵抗法は鉄筋の腐食速度を推定する方法である。基本原理として鉄筋の腐食速度
と分極抵抗の逆数が比例関係であることを利用し、分極抵抗から鉄筋の腐食速度を推定
するというものである。分極抵抗を求める手法として直流抵抗分極法、交流インピーダ
ンス法があり、前者は微少な直流電流を鉄筋に通電し、それに伴う電位変化量から分極
抵抗(電位/電流)を算出する方法である。一方、後者は低周波数（0.01~0.001Hz 程度）か
ら高周波数（100~10000Hz 程度） までの交流電流を与え、両周波数におけるインピー
ダンスの差を分極抵抗とするものである。後者の原理に基づき計測器が実用化されてい
る。(1)の手法と比較して、コンクリートの状態による影響を受けなく腐食判定精度が向
上するが、 測定に長い時間が必要となる。さらに、市販計測器毎に計測値が相違する
ことも事実であり、手法として十分に確立されてはいない。自然電位法と同じく測定に
は鉄筋を一部はつり出さなければならない。 
(1)のデメリットとして計測結果がコンクリートの状態に大きく影響を受けること、(2) 
では (1)より腐食判定精度が向上するが、そのデメリットとして計測に時間がかかること
があげられる。さらに(1)、(2)両方のデメリット計測の精度が確実だと言えない事、定には
鉄筋を一部はつり出さなければならないため手間と時間がかかることがあげられる。 
 上述の問題点をふまえると手間の少ない、非接触・非破壊での鉄筋腐食検査方法が求めら
れていると言える。 
一方，迅速で非破壊，非接触な鉄筋位置の計測法として，電磁波レーダによる鉄筋探査が
知られている。これは 1～2 GHz 程度の周波数帯域を利用し，RC レーダとして実用化され
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ている。レーダ法はこれまで，主にかぶりの深さの測定や，コンクリート表面から 30 cm 程
度の比較的深部までの鉄筋，空洞の調査に利用されてきたが，鉄筋の腐食調査には一般に利
用されていない。また，RC レーダで得られたレーダ波形を理想的な反射モデルでフィッテ
ィングさせることで，腐食による径変化を評価する手法も提案されているが，コンクリート
の比誘電率を 9 とすると，コンクリート内での電波の波長は 10 cm 以上となり，従来の RC
レーダにより，鉄筋腐食のような微小な形状変化の評価を行うことは本質的に困難といえ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  5 
 
１－２ 研究目的 
したがって、本研究では波形ではなくレーダプロファイルを用いたロバストな鉄筋腐食
判別法を提案する。通常使用される異形鉄筋の表面には鉄筋の規格に対応した高さ、ピッチ
の周期的な凹凸を有している。本研究の基本的アイデアとして、その鉄筋節の周期構造の変
化およびその周囲の腐食による電気的特性の変化をレーダで画像化し、非破壊での腐食評
価に応用しようというものである。コンクリート内の比誘電率は 8~20 ほどであり、電波の
減衰が大きいため，電波の減衰の影響の少ないかぶりの浅い（数 cm）鉄筋のみを評価対象
として限定し，コンクリート中での波長約 1 cmの高周波帯（10 GHz 程度）を使用する。
これまで，このような帯域のレーダで鉄筋節の画像化が行われた例はなく、腐食の進行によ
る鉄筋節周囲の電気的特性の違いをレーダ画像で評価することが期待できる。本論文では、
高周波帯を使用した RC レーダにより，かぶり 4 cm の鉄筋の節形状の周期性を画像化可能
な計測システムを構築する。また電食実験によって鉄筋を人工的に腐食させ、腐食の進行に
よる鉄筋節周囲の電気的特性の違いをレーダイメージで評価し、鉄筋腐食非破壊検査の可
能性を検討する。さらに本研究では節の間隔が違う D13,D16,D19 の 3 種類の異形鉄筋がそ
れぞれ入った 3種類の供試体を使用し、レーダイメージの鉄筋節間隔の依存性も検討した。 
 
Fig. 1-1 鉄筋計測イメージ図 
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第２章 RC構造物中の鉄筋計測 
 
 本章では、RC 構造物中の鉄筋計測法について述べるともに、機器、アンテナを用いた計
測方法、実験で使用した供試体の詳細について記述する。 
 
２－１ 計測装置 
本研究の計測システムは Fig. 2-1 に示すベクトルネットワークアナライザ
(Rohde&Schwarz ZVL)をベースとしたレーダシステムを使用した。送受信アンテナの単体
の伝達特性を?̇?𝑇(𝑓), ?̇?𝑅(𝑓)，アンテナ間の伝搬特性を?̇?(𝑓)とすると，ベクトルネットワーク
アナイザは周波数を掃引しながら式(2-1)のような伝達関数𝑋(𝑓)を周波数領域で直接計測可
能である。 
X(𝑓) = 𝐺𝑇(𝑓)𝐻(𝑓)𝐺𝑅(𝑓)              (2-1) 
信号の周波数は 9[kHz]から 13.6[GHz]まで使用できる。高周波ケーブルを使用し送受信ア
ンテナ間の信号伝送を行う。高周波ケーブルは移動計測する際に障害物に当たり不連続な
信号が入らないように天井から吊り、送受信アンテナに繋いだ。 
 
Fig. 2-1 ネットワークアナライザ 
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２－２ キャビティバック付きスパイラルアンテナ 
鉄筋節の腐食のような微小な変化を評価するためには高い分解能が必要である。レーダ
の分解能は送信信号の周波数帯域に比例し、高い分解能を得るためには送信信号および受
信機が広帯域であること必要になる。広帯域なアンテナの例として自己相似構造や自己補
対構造を持つアンテナがある。これらのアンテナは無限構造の時に超広帯域な特性を持
ち、周波数、アンテナ形状によらず入力インピーダンスが一定である。実際には有限寸法
切断され、定インピーダンスが損なわれるが、広帯域なアンテナとして使用できる。 
さらに、使用周波数を高く設定することにより、比帯域が小さくなり、広い周波数帯域
が使用できる。さらにアンテナや回路の大きさは電波の波長によって決定され、高周波化
することにより波長が短くなりアンテナが小さくなり、レーダシステムの小型化に有効で
ある。RC レーダとして実用化を考えた際にコンパクトで使い勝手のいいレーダシステム
となる。しかし、従来の RC レーダ(1~2GHz)より高い周波数(12GHz 程度)まで測定する
ことにより、コンクリート内での電波の減衰が大きく、伝搬距離が短くなる。この特徴は
通常の RC レーダのように深い位置にある鉄筋やかぶりを測定等の深度を重視する場合に
はデメリットになってしまうが、本計測では従来の RC レーダより浅い位置の鉄筋を対象
としているので問題にならないと考える。 
上記したアンテナ要件により本計測ではキャビティバック付きスパイラルアンテナを利
用することにする。スパイラルアンテナとは円偏波特性を持ち、広帯域にわたり安定した
周波数特性を持ち、小型で軽量である。またアンテナ面にたいして垂直方向に指向性を得
ることが出来るアンテナである。さらに上述した自己補対構造を持っているため、周波数
に依存しない一定のインピーダンス値を得ることができる。さらに自己平衡作用によりケ
ーブルへの電流流出を抑えることができる。 
スパイラルアンテナをアーム数で分類すると 1 アーム、2 アーム、4 アーム以上に分類
される。1 アームの場合構造が非対称になるのでアンテナパターンも非対称になる。また
4 アーム以上になると分配器、移相機が必要となるためアンテナへの給電方法が複雑にな
る。以上のことからアンテナパターンの対象性を持ち、給電方法が安易な 2 アームのスパ
イラルアンテナが一般的には好まれる。また、本研究でもこの２アームのスパイラルアン
テナを用いることを予定している。2 アームのスパイラルアンテナのアンテナパターンの
イメージ図を Fig. 2-2 に示す。 
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Fig. 2-2 2 アームのスパイラルアンテナのパターン 
 
スパイラルアンテナの中にはアルキメデス型など最適化がなされているものが存在する
が、本研究で使用するアンテナは、計測時にアンテナ後方のスキャナやフレームからの反
射を抑えるためにキャビティを付ける予定であるため、キャビティやその内部に吸収体と
見立てたものを配置した状態で、最適化を FDTD法を用いた電磁界解析によって行った。 
 使用したについてアンテナパターン部分は、高周波用プリント基板（ARLON 社 
Diclad880）に銅エッチング（Sunhayato プリント基板用エッチング液を使用）を施され
ている。プリント基板にパターンを描く方法についてだが、最適化したアンテナパターンを
実寸サイズでインクジェットペーパー（富士フィルム社 画彩 マット仕上げ ファイン
グレード）にレーザープリンタのトナーで印刷したものを転写するといった方法である。キ
ャビティ部分は銅版を適切な長さに切断したものを用い、内部に電波吸収体（E&C エンジ
ニアリング社 電波吸収体 AN-77）を敷き詰め、裏面への放射を抑えた。この吸収体は後
述するスパイラルアンテナの周波数帯域で約-20dB の電波強度の減衰が確認できた。 
Fig. 2-3 に使用したアンテナパターン、Fig. 2-4 に使用したアンテナの写真、Fig. 2-5 は
使用したアンテナの内部のイメージ図となっている。使用したアンテナの寸法等は Table.2-
1 に示した。Fig. 2-3 の上部ふたつが左旋円偏波の特性を持つアンテナ（L）、下部二つが右
旋円偏波の特性を持つアンテナとなっている。また Fig. 2-5 の青い部分が電波吸収体とな
っており給電線は円筒状に切り抜いた吸収体を半分にしたものにはさまれるような形で給
電点からまっすぐ垂直に伸びている。 
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Fig. 2-3 アンテナパターン 
 
 
Fig. 2-4 使用したスパイラルアンテナ 
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Fig. 2-5 スパイラルアンテナの内部構造 
 
Table 2-1 使用したアンテナの寸法 
アンテナ部分の直径 キャビティの高さ 電波吸収体の厚さ 給電線の長さ 
5cm 5.7cm 5.7cm 15cm 
 
２－３ アンテナ特性 
  2-2 節で前述したスパイラルアンテナをコンクリート内部の鉄筋の腐食検査に使用する
ため、2-1節で前述したベクトルネットワークアナライザ(Rohde&Schwarz ZVL)を使用し、
コンクリート中での送受信アンテナ特性を周波数領域で計測した。計測時のネットワーク
アナライザの設定を Table 2-2 に示した。計測時の受信機の白色雑音を抑えるため IF帯域幅
を一番低い設定である 10Hz に設定した。また実験風景を Fig. 2-6 に示した。送受信アンテ
ナ間に厚さ 15cm のコンクリートを挟んだ状態でボウタイスロットアンテナとスパイラル
アンテナを使用し、スパイラルアンテナを固定し、ボウタイスロットアンテナを 90 度回転
させるという実験を R,L の偏波で各々行った。その実験結果の周波数特性、位相特性をそれ
ぞれ Fig. 2-7、Fig. 2-8 に示す。周波数特性について、4GHz 以降において平行偏波成分と垂
直偏波成分の電波強度がほぼ一致していることが確認できる。また位相特性については周
波数領域と同様に 4GHz 以降で平行、垂直偏波の位相差がおおよそ 90 度となっている事が
確認できる。使用したアンテナが 4GHz から 12GHz までの周波数帯で正しく動作している
ことが確認できる。この結果により、使用したスパイラルアンテナが広周波帯域を持つこと
が証明できた。使用したスパイラルアンテナが正しく動作している 4GHz 以降なのでこれ以
降スパイラルアンテナを用いた実験結果では 4GHz 以下の周波数帯を多めに遮断し、周波数
特性を広帯域化するフィルタを使用する。ゆえに、高い分解能が期待できる。用いたフィル
タの特性を Fig. 2-9 に示す。 
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Table 2-2 ネットワークアナライザの設定値 
 
 
Fig. 2-6 実験風景 
計測パラメータ 𝑆21 
Start 周波数[kHz] 9 
end 周波数[GHz] 13.6 
IF Bandwigth[Hz] 10 
Points 201 
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Fig. 2-7 コンクリート中の周波数特性 
 
 
Fig. 2-8 コンクリート中での位相特性 
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Fig. 2-9 ハイパスフィルタ 
 
２－４ スキャナ 
測定を行う際のアンテナの位置の再現性を高め、供試体中鉄筋計測実験の再現性を高め
るためにスキャナを作製した。スキャナは SUS 社製のアルミフレーム(SF-40・40・2S)を 10
本、フラットバー(SFF-AR4)を 1 本と電動アクチュエータ(XA-35-E、XA-42L-E)2 つからで
きており、フレームの大きさは 800×800×800[mm]の立方体となっている。これは供試体
の大きさ 150×300×100[mm]に比べてとても大きいものとなっているが、本計測において
アルミ製のフレームからの反射の影響を抑えるために大きめのサイズのものを選んでいる。 
使用した電動アクチュエータのスペックを Table 2-3 に示した。専用のキットで 2 つのア
クチュエータを接続しフラットバーの上部へ設置した。可動部は１軸が 0～300mm,2 軸が
0～200mmの間を最低単位 0.005mmで移動できるため再現性の高い計測が行える。 
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Fig. 2-10 スキャナフレーム概形 
 
Table 2-3 アクチュエータスペック 
名称 XA-35L-E XA-42L-E 
最大速度[mm/s] 50 50 
繰り返し位置決め精度
[mm] 
±0.02 ±0.02 
分解能[mm] 0.005 0.005 
ストローク[mm] 200 300 
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Fig. 2-11 アルミフレームとアクチュエータ 
 
２－５ 計測システムブロック図 
本計測システムのブロックダイアグラムを Fig. 2-13 に示す。 
 
Fig. 2-13 計測システムブロックダイアグラム 
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移動は PC から前節で述べたスキャナを MATLAB で作成した Fig. 2-14 に示す GUI
を使用し、エンコーダによる位置情報を利用して駆動させた。さらに同じ GUI でネットワ
ークアナライザに計測の指示が可能であり、指定した回数について計測→一定距離移動→
計測→一定距離移動→…を繰り返すようにプログラムを書き自動計測が行えるようにし
た。実際の計測手順を Fig. 2-14 に示す GUI を参照して述べる。 
 
Fig. 2-14 自動計測用 GUI 
 
Fig. 2-14 に示した GUI の長軸、短軸は Fig. 2-11 の 1 軸、2 軸に対応している。 
測定の手順としてまず①の部分で測定のポイント数、保存先を決め入力する。その後、②
の絶対移動ボタンによって長軸、短軸を測定開始位置に移動させる。 
次に③の部分で長軸相対移動距離を決める。これは一回の計測で移動する距離を表して
いる。さらに③の部分で移動回数、移動方向を決める。長軸相対移動距離で決めた距離で設
定した移動方向に何回動くかを表している。今回の計測では長軸を＋方向に 1mm 毎に 200
回動かした。 
その後に④の赤枠で示した部分で測定&計測ボタンを押すと上記した自動計測の動作を
指定した回数繰り返すようになっている。また移動する際の速度を 1[mm/s]、加減速時間
を 200[msec]に設定し、移動による高周波ケーブルの振動により伝搬特性に不連続な変化が
起こらないように配慮した。 
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２－６ 供試体概要 
 鉄筋コンクリート中の鉄筋節の計測をするために 12 体の供試体を作製した。使用した
レディーミクストコンクリートは北関東秩父コンクリート株式会社桐生工場で練り混ぜが
行われたものである。そのレディーミクストコンクリートの配合の設計条件を Table 2-
4、配合表を Table 2-5 に示した。Table 2-4 より強度 30 の普通コンクリートであることが
わかる。Fig. 2-15 に示すようなミキサー車で運ばれてきたレディーミクストコンクリート
を型枠に流し込み供試体の打設を行った。 
 
Fig. 2-15 ミキサー車 
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Table 2-4 配合の設計条件 
呼び方 
コンクリートの種類
による記号 
呼び強度 
スランプ又は
スランプフロ
ー 
cm 
粗骨材の
最大寸法 
mm 
セメントの種類 
による記号 
普通 30 18 20 N 
 
 
Table 2-5 配合表 
W/C (%) s/a (%) Air(%) 
単位量(kg/㎥） 
水 
W 
セメント 
C 
細骨材 
S 
粗骨材 
G 
混和剤 
A 
50.5 51.1 4.5 171 311 884 908 4.72 
次に用いた鉄筋について記載する。現在用いられている鉄筋の形は大きく分けて二種類
あり、一つが円柱型の丸鋼であり、もう一つが一定周期の幅で凹凸が付けられた異形鉄筋の
二種類がある。異形鉄筋は従来の鉄筋に突起部を設けることにより、従来の鉄筋よりコンク
リートとの癒着率を上げ、耐久性の強化を行ったものである。今回供試体に用いたのは現在
一般的に用いられているということから、Fig. 2-16 のような異形鉄筋を用いた。 
 
Fig. 2-16 異形鉄筋 
 
異形鉄筋には表面に節と呼ばれる凹凸があるため、単純な直径寸法のみでは実スペック
が判断できない。そのため「呼び名」と呼ばれる名称をつけ、それによりスペックが特定
できるようになっている。その鉄筋の規格表を Table 2-6 に示した。本研究では鉄筋節の
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レーダイメージングの鉄筋径の依存性を調べるため節の間隔が異なる D13、D16、D19 の
3 種類の長さ 40cm の鉄筋を使用し、3 種類の供試体を作製した。本研究では 12 体作製し
た供試体のうち D13 を 2 体、D16 を 2 体、D19 を 2 体の計 6 体を対象にして計測を行っ
た。それぞれ 1 回目に計測し電食したものを D13①、D16①、D19①とし、2 回目に計測
し電食したものを D13②、D16②、D19②とした。D13②以外の供試体では節が計測面側
を向いているが、D13②では計測面側から節が少しずれていた。 
 
Table 2-6 鉄筋の規格 
呼び名 
単位 
質量 
kg/m 
公称 
直径 
mm 
公称 
断面積 
cm2 
公称 
周長 
cm 
節の平均 
間隔の 
最大値 mm 
節の高さ  節のすき間 
の合計の 
最大値 mm 
最小値 
mm 
最大値 
mm 
D13 0.995 12.7 1.267 4 8.9 0.5 1 10 
D16 1.56 15.9 1.986 5 11.1 0.7 1.4 12.5 
D19 2.25 19.1 2.865 6 13.4 1 2 15 
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２－７ 供試体概要図 
今回の作成した供試体の概要図を以下に示す。 
 
Fig. 2-17 供試体概要図 
 
本計測で使用した鉄筋コンクリートのかぶりは 4cm となっている。（コンクリート表面か
ら鉄筋までの最短距離をかぶりと呼ぶ）。供試体作成にあたり、コンクリート端部における
反射波の影響を小さくするため、15 × 30 × 10 [cm]とかぶりの 4cm に比べコンクリート部
は大きく設計した。この大きさのコンクリートに D13、D16、D19 の鉄筋を入れた 3 種類
の供試体をそれぞれ 4 体ずつ計 12 体作成した。供試体は脱型を行った後、セメントの水和
反応を進行させ十分な強度を得るため、湿布を被せ 30 日間湿潤養生を行った。 
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２－８ 実験系概要 
 前述した機器を組み合わせて反射計測システムを構築した。アクチュエータにアンテナ
を取り付けるため Fig. 2-18 に示す15 × 15 × 40[cm]の大きさのアクリルの箱を加工し取り
付けた。アンテナ供試体間の高さの調整はアクチュエータに取り付けた木の板とボルトも
用いてアクリル箱の高さの調整をすることにより行った。本計測では、鉄筋の節の形状の変
化やその周囲の電気的特性の変化による電波の伝搬特性の変化を計測することが目的であ
るため Fig. 2-18 のように鉄筋直上を平行に移動計測した。さらに Fig. 2-19 に示すように供
試体端部からの反射の影響を抑えるため供試体の両端 5cm を除く中心 20cm を 1mm 毎に
200 回移動を計測行った。 
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Fig. 2-18 実験風景 
 
Fig. 2-19 測定範囲 
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第３章 鉄筋径に対応した鉄筋節のイメージング 
  
本章では、鉄筋径に対応した鉄筋節周期性のイメージングの手法、またその結果や考察
について記述する。また含水率やアンテナの偏波が計測に与える影響についても述べる。 
 
３－１ レーダプロファイルの表示法 
 取得したデータを表示するレーダプロファイルの表示方法について述べる。3-1節で述べ
たベクトルネットワークアナライザを使用し、送受信アンテナ間の伝達特性を周波数領域
で計測した。計測の際の測定パラメータをTable 3-1に示した。信号の周波数は9 [kHz]から
13.6[GHz]まで、67.6 [MHz]ごとに刻まれた101ポイントで計測した。IF Bandwidthの値は計
測時間と白色雑音の低減の両方を考慮し100Hzに設定した。 
得られた周波数特性にFig.2-9 に示したフィルタを適用し、波形の平滑化およびアンテナ
の正しく動作していない範囲の信号を減衰させた。フィルタ適用前の波形とフィルタ適用
後の波形の比較をFig. 3-1に示した。Fig. 3-1より2GHz付近の不要な信号の減衰、信号の広帯
域化が行えていることが確認できる。 
 
Fig. 3-1 生波形とフィルタ後の波形の比較 
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Table 3-1 測定パラメータ  
 計測後にMATLABで，RCレーダにおける入力パルス波形に相当する𝑃(𝑓) を乗じて，逆
フーリエ変換することにより式(3-1)のように通常のRCレーダに相当するパルス応答波形 
𝑥 ̇(𝑡) を得ることができる。  
?̇?(𝑡) = ∫ ?̇?(𝑓)
𝑓𝑒
𝑓𝑠
𝑃(𝑓)𝑒𝑗2𝜋𝑓𝑡𝑑𝑓                     (3-1) 
Fig. 3-2 のような複素時間波形 ?̇?(𝑡) の実部および，その絶対値により得られる包絡線波
形を各計測点毎に並べ、その振幅を濃淡表示することによりレーダプロファイルを得た 
 
Fig. 3-2 パワースペクトルと包絡線波形の例 
 
 
 
 
 
計測パラメータ 𝑆21 
Start 周波数[kHz] 9 
end 周波数[GHz] 13.6 
測定範囲 20cm 
測定間隔 1mm 
偏波 LR 
Points 201 
IF Bandwidth[Hz] 100 
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３－２ 移動平均減算 
 送受信アンテナ間の距離を w、かぶりを d、コンクリートの比誘電率をε𝑟とすると反射
波の到達時刻τは(3-2)式のように表せる。 
τ = √ε𝑟(w2 + 4d
2)/𝑐                            (3-2) 
 比誘電率ε𝑟を 9 とするとτ = 0.94nsとなり、レーダイメージの 0.94ns の付近の波 
が鉄筋からの反射波だといえる。しかし、鉄筋からの反射波は確認できるが、鉄筋の節
までは確認できず、送受信アンテナ間の直達波やコンクリート表面からの反射波、アンテ
ナの多重反射等の不要な波が多く含まれる。 
本計測のレーダシステムは従来の RC レーダに比べ波長が短く距離分解能に優れるため、
異形鉄筋の節からの反射が確認できると考えられる。それゆえに鉄筋節のピッチを L とす
るとレーダプロファイルにはスキャン方向に周期が L の周期的な反射応答が見られるはず
である。その周期性を強調し、鉄筋の節を確認する方法として移動平均減算処理がある。計
測間隔を 𝑠 とすると 𝐿/𝑠≅2𝑚+1 となるような 𝑚 を選ぶことができ，𝑖 番目の計測位置で
のレーダ波形を ?̇?𝑖(𝑡) とすると，移動平均減算後の波形 ?̇?𝑖は式(3-3)で表される。 
 ?̇?
𝑖
＝ ?̇?𝑖(𝑡) −
1
2𝑚+1
∑ ?̇?𝑖(𝑡)
𝑖+𝑚
𝑖−𝑚                  (3-3) 
 この処理は空間的なハイパスフィルタ処理と等価であり、鉄筋の節の凸部のような局所
的な変化による影響が強調される。さらに送受信アンテナ間直達波やコンクリート表面か
らの反射等計測点によって反射波の強さが変わらない成分の除去もすることができる。こ
の処理を各供試体の節の間隔 2 倍の𝑚を設定し行った。 
 
 
３－３ 周波数解析による周期性の評価法 
 前節の移動平均減算処理は空間的に変動の大きい信号を残すハイパスフィルタであるた
め鉄筋節が強調されて残る。したがって、鉄筋節のイメージの周波数解析を行えば、反射
イメージが鉄筋節に対応した周期であるかの評価が行える。レーダプロファイルの移動平
均減算処理結果を計測方向にフーリエ変換をして得られる空間周波数スペクトルより鉄筋
節の評価を行った。 
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３－４ 実験条件の検討 
 計測に使用した偏波の組み合わせや供試体の状態については下の項目について評価と考
察を行い決定した。 
①  偏波の選択 
 2-4 節で述べた通りスパイラルアンテナには左旋円偏波の特性を持つアンテナ（L）、
右旋円偏波の特性を持つアンテナがある。その偏波のパターンとして R-R のような同
じ偏波を使用するパターンと L-R のような違う偏波を使用するパターンがある。L-R の
組み合わせで測定し移動平均減算処理を行ったものを Fig. 3-3、空間周波数スペクトル
にしたものを Fig. 3-4 に示した。L-R の組み合わせでは移動平均減算処理後のレーダプ
ロファイル、空間周波数スペクトル両方で鉄筋の節がよく確認できる。これはとして円
偏波は無限平板に向かって右（左）旋円偏波を送信した場合、左（右）旋円偏波となっ
て電波が返ってくるという特性があるためである。 
 
Fig. 3-3 L-R の移動平均減算処理後のレーダプロファイル 
 
Fig. 3-4 L-R の空間周波数スペクトル 
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② 実験の再現性の確認 
 本研究での供試体計測実験での計測結果の再現性を確認した。一度供試体を計測位置
移動し、アクリル箱からアンテナを取り外した。その後、供試体を再度計測位置に移動
させ、アクリル箱からアンテナを付け直し同じ範囲の計測を行った。その結果を Fig. 3-
5 に示す。図よりおおよそのレーダプロファイルが一致していることがわかる。したが
って本計測の鉄筋節計測実験には再現性があると言える。 
 
 
Fig. 3-5 実験の再現性の確認 
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③ 含水率の変化でのデータの比較 
供試体は内部の水分がまだ多く実際のRC構造物では年月とともに水分が減少してい
くため、乾燥させたほうが実情に合っている。そのため乾燥炉で D19①、D16①、D13①
の供試体を 80℃24 時間、D19②、D16②、D13②105℃24 時間乾燥を行った。その様子を
Fig. 3-6 に示す。また乾燥における供試体の質量の変化を Table 3-1 に示す。Fig. 3-7、Fig. 
3-8 に乾燥前後のレーダプロファイルとレーダプロファイルの移動平均減算結果を示す。
乾燥することで供試体の含水率が減少し、電波の減衰が減った結果鉄筋からの反射波の
振幅が大幅に増えたことが確認できた。それゆえにより鉄筋の節からの反射波もはっき
りと確認できる。したがって供試体の含水率が低く乾燥しているほど鉄筋節のイメージ
ングが行いやすいと言える。これは 1-1 節で述べた湿潤状態でないと計測が行えない自
然電位法とは相反する結果である。 
Table 3-1 乾燥での質量変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3-6 乾燥炉での乾燥 
 乾燥前質量(kg) 乾燥後質量(kg) 
D19① 10.94 10.82 
D16① 11.42 11.3 
D13① 11.16 11.04 
D19② 10.98 10.86 
D16② 11.18 11.04 
D13② 10.98 10.42 
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Fig. 3-7 乾燥前後のレーダプロファイル比較 
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Fig. 3-8 乾燥前後のレーダプロファイルの移動平均処理結果比較 
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３－４ 測定結果の評価と考察 
本計測では 2 軸を鉄筋直上まで移動させた後固定し、1 軸を 1mm ごとに 200 回、供試体
の中心 20cm の範囲を動かし計測を行った。計測した 6 個の供試体の 3-1 節で述べたレー
ダプロファイルを Fig. 3-9、Fig. 3-10 示す。以下に示すレーダプロファイルの振幅の最大値
はレーダプロファイルの最大値の半分に設定している。前節で検討した通りスパイラルア
ンテナの偏波の組み合わせは R(右旋円偏波)と L(左旋円偏波)であり、供試体は乾燥後のも
のである。 
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Fig. 3-9 生波形によるレーダプロファイル 
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Fig. 3-10 生波形によるレーダプロファイル 
 
 
  34 
 
計測結果より上述の通り 0.94ns 付近の強い鉄筋上面からの反射波が確認できる。鉄筋の
節と考えられる楕円型の孤立イメージが確認できる箇所があるが、現在の状態では鉄筋節
のイメージングができていない。したがって 3-2 節で述べた移動平均減算を行い鉄筋節の形
状のイメージングを行う。レーダプロファイルの移動平均減算処理結果を Fig. 3-11、Fig. 3-
12 に示す。また 0.1ns 付近の直達波や供試体表面からの反射波が測定開始点と測定終了点で
振幅が異なるのは供試体の底面が平らではなく測定開始点と測定終了点で高さが多少異な
るためである。 
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Fig. 3-11 レーダプロファイルの移動平均減算処理結果 
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Fig. 3-12 レーダプロファイルの移動平均減算処理結果 
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移動平均減算処理によって鉄筋の節だと考えられる楕円形の孤立反射イメージが節の周
期ごとに強調され確認できる。また供試体ごとに節が確認できる箇所と確認できない箇所
がある。特に①の組の供試体の方が、②の組の供試体より計測範囲全体で節が確認できる。
これは供試体ごとに含水率の分布が異なることによる電波の伝搬特性の違いや供試体に含
まれる粗骨材等のクラッタの分布が異なり反射波が確認しやすい場所と確認しにくい場所
があると考えられる。また D13 の供試体で節があまり確認できない理由として D19、D16
供試体に比べて節の高さが D19 の 0.5 倍、D16 の 0.7 倍であり、節間隔も D19 の 0.7 倍、
D16 の 0.8 倍であるためである。 
Fig. 3-13 から Fig. 3-14 のイメージに 3-3 節で述べた計測方向にフーリエ変換をし、周波
数解析を行った空間周波数スペクトル分布を示す。 
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Fig. 3-13 空間周波数スペクトル 
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Fig. 3-14 空間周波数スペクトル 
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 空間周波数スペクトルにおいて縦軸が時間、横軸が空間周波数となっている。図に示した
白い波線は各供試体の鉄筋の節の周期に対応する空間周波数を表している。Table 3-2 に計
測結果のまとめの表を示す。Table 3-2 より計測範囲のほぼ全域で節が確認できた D19①、
D16①では鉄筋節に対応した空間周波数と一致した。しかし D16②、D13②は最大値ではな
い空間周波数と一致している。さらに D13①、D19②では対応する空間周波数と一致してい
ない。この理由として計測範囲全体でフーリエ変換を行ったため、計測範囲全体で節の周期
に対応した鉄筋節の孤立反射イメージが得られていないとそれに対応する空間周波数スペ
クトルがうまく得られないからである。 
 計測範囲全体で鉄筋節の周期に対応した孤立反射イメージが得られていない供試体もあ
るが、おおよそ供試体の鉄筋節の周期に対応した反射が確認できた。したがって鉄筋径に対
応した鉄筋節のイメージングが行えたと言える。一方で供試体に残った水分による電波の
減衰や粗骨材などのクラッタによる影響を低減できれば、より精度の高い鉄筋節イメージ
ングが行えると推測される。 
Table 3-2 計測結果まとめ 
 節が確認できた範囲(cm) 空間周波数との一致状況 
D19① 2～19 一致 
D16① 3～20 一致 
D13① 0～2、6～18 不一致 
D19② 4～7、11～19 不一致 
D16② 1～6、10～17 最大値でない場所と一致 
D13② 6～16 最大値でない場所と一致 
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第４章 鉄筋腐食の評価 
 
 本章では供試体内の鉄筋腐食評価法について述べるため電食実験を行い供試体内の鉄筋
を腐食させ、その結果について考察を行う。 
 
４－１ 鉄筋腐食原理 
コンクリート内の高アルカリ環境下において、通常の場合鉄筋表面は厚さ 2-6nm 程度の
緻密な水酸化物から成る不働態被膜を形成し、腐食因子と被膜より内側の鉄筋素地との接
触を断っている。しかし、ここに塩害が作用するとコンクリート中に塩化物イオン Cl－が
浸透し、酸化鉄（Ⅲ）の水への溶解度が上がり、不働態被膜が破壊されてしまう。また中
性化が作用するとコンクリート中の pH が低下し pH<11 となると鉄筋は不働態被膜を維持
できなくなり、鉄筋が活性態となり腐食が進行しやすくなる。したがって RC 構造物中の
鉄筋の腐食はコンクリートの塩害や中性化が主な原因となり、引き起こされる。鉄筋の不
働態被膜が破壊されると鉄筋表面に局部電池が形成され、電気化学的反応により陽極であ
る鉄筋から鉄イオン(Fe2＋)がコンクリート中に溶け出し、鉄筋の腐食が進行する。 
陽極反応     Fe → 𝐹𝑒2+ + 2𝑒−                  (2-1) 
陰極反応     
1
2
𝑂２ + 𝐻２𝑂 + 2𝑒
− → 2𝑂𝐻−           (2-2) 
さらに、腐食の全反応は(2-1)、(2-2)式の両反応を併せた反応となり、(2-3)式のように
水酸化第一鉄 Fe(OH)2 が鉄表面に析出する。この化合物が酸化し、(2-4)式のように水酸
化第二鉄 Fe(OH)3 になる。その後水を失って(2-5)式 Fe2O3（赤錆）もしくは(2-6)式水
和酸化物 FeOOHとなる。また一部は酸化不十分のまま，Fe3O4（黒錆）となって，鉄
表面に錆層を形成する。 
 
2𝐹𝑒2+ + 4𝑂𝐻− → 2𝐹𝑒(𝑂𝐻)2                       (2-3) 
 2𝐹𝑒(𝑂𝐻)2  +  
1
2
𝑂２ + 𝐻２𝑂 → 2𝐹𝑒(𝑂𝐻)3           (2-4) 
2𝐹𝑒(𝑂𝐻)3 → 𝐹𝑒2𝑂3 + 3𝐻２𝑂                       (2-5) 
または              2𝐹𝑒(𝑂𝐻)3 → 2FeOOH + 3𝐻２𝑂                     (2-6) 
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Fig. 4-1 鉄筋の腐食反応 
 
４－２ 電食実験概要 
ここでは塩害を模擬し比較的早い時間で鉄筋を錆びさせるため、電食実験を行った。本計
測では D13、D16、D19 の 3 種類の供試体について、2 回電食実験を行った。1 回目と 2 回
目の電食実験では別の組の 3 種類の供試体を使用した。2 回目の電食実験では 1 回目の電食
実験で測定範囲外の局所的な腐食が激しかったため時間を半分にして電食を行った。電食
実験を行う前の状態で供試体の計測を行い、計測終了後以下の手順で供試体を電食し、腐食
したものを再度計測した。まず、塩化物イオンをコンクリートに導入し、鉄筋表面をコーテ
ィングしている不働態被膜（γ-Fe2O3）を破壊し、鉄筋腐食を進行させるため塩水浸漬を行っ
た。塩化物イオンの浸透を測定面からのみにするため Fig.4-2 のようにシーリングをした。 
 
Fig. 4-2 供試体のシーリング 
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その後測定面を底にし、1 回目の電食試験では 73 時間、2 回目の電食試験では 66 時間 3%
の NaCl 水溶液で塩水浸漬を行った。電食の陰極版として銅板を使用し、電食槽の電解溶液
に 3%NaCl 水溶液を使用した。供試体を電食槽に設置し、電源の陽極を鉄筋に陰極を銅板に
繋いだ。電流は直流安定化電源(KIKUSUI POWER400L、ISO-TECH IPS4303、GW INSTEK 
GPS4303)を使用し、いずれの供試体も 0.3A の定電流を印加した。測定範囲の電流密度は
D19、D16、D13 でそれぞれ D19 3.64A/𝑐𝑚2、D16 2.89A/𝑐𝑚2、D13 2.34A/𝑐𝑚2となった。 
 
Fig. 4-3 電食実験概要図  
 
電食の時間については既存の論文を参考にし、ファラデーの式より質量減少率が 3%にな
るように鉄筋の理論腐食量を決定した。ファラデーの式を式(4-1)に示す。 
W＝
𝐴𝑖𝑡
𝑍𝐹
               (4-1) 
 ここで、W:腐食減少量理論値(g),A:鉄の原子量(55.847g/mol),I：電流(A),t:通電時間(s),Z:鉄
の原子価,F:ファラデー定数(96480C/mol)である。 
1回目の電食実験の通電時間をTable 4-1、2回目の電食実験の通電時間をTable 4-2に示す。 
Table 4-1 1 回目通電時間 
 通電時間 積算電流量(A・h) 
D13 55.3h 16.64 
D16 71.4h 21.47 
D19 81.56h 24.52 
 
Table 4-2 2 回目通電時間 
 通電時間 積算電流量(A・h) 
D13 28h 8.4 
D16 43h 12.9 
D19 48.5h 14.55 
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４－３ 電食実験結果 
 
４－３－１ 電食後の供試体 
Fig. 4-4、Fig. 4-5に供試体の電食前後の様子を示す。1回目の電食ではコンクリートと鉄筋
の境目に錆汁が多く付着し、鉄筋の腐食が進行している。しかしコンクリートの電食面の中
心付近に錆汁があまり見られなかった。この理由として陰極として使用した銅板が供試体
の幅と同じ長さであり、コンクリートと鉄筋の境目付近の鉄筋の腐食が局所的に進んだた
めだと考えられる。さらにエポキシ塗布の際にエポキシが垂れて電食面にも付着してしま
ったことも原因のひとつとして考えられる。2回目の電食ではコンクリートと鉄筋の境目の
腐食が1回目と比較して進行せずコンクリートの表面にも錆汁が確認できる。この理由とし
て銅板をコンクリートと鉄筋の境目に被らないように配置したためだと思われる。しかし
銅板を配置していない鉄筋の腐食も確認でき、1回目に比べて少ないとはいえ、コンクリー
トと鉄筋の境目付近の鉄筋の局所的な腐食が進んでいた。これは鉄筋全体がアノードとな
ってしまったためである。したがって腐食させたくない箇所には供試体打設の際に防錆エ
ポキシを塗布する等の防錆処理を行う必要がある。電食面への錆汁の付着によって鉄筋の
腐食が確認できたが、コンクリートと鉄筋の境目や側面からの錆汁が電解液に垂れ、それが
測定面に付着した可能性があり、測定面の錆汁の付着箇所と実際の鉄筋の腐食箇所が一致
しているとは限らないため、電動ハンマーによって鉄筋をはつり出し、実際の腐食箇所の目
視確認を行った。 
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Fig. 4-4 電食前後の比較 (上図:D19①,中央図:D16①,下図:D13①) 
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Fig. 4-5 電食前後の比較 (上図:D19②,中央図:D16②,下図:D13②) 
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４－３－２ 鉄筋はつり出しによる腐食箇所の確認 
表面の錆汁付着箇所が実際の鉄筋の腐食範囲と一致しているとは限らないため、実際の
腐食箇所を確認し、計測結果で腐食していると判別した場所と実際に腐食している箇所が
一致しているか確認するため、電動ハンマー(マキタ HM1213C)によって供試体を破壊し、
鉄筋をはつり出した。使用した電動ハンマーを Fig. 4-6 に示した。鉄筋の周辺の錆の生成物
の付着状況を調べるため計測面と逆の面から振動を加えるようにし供試体を破壊した。 
コンクリート図の下側が計測面側となっている。D16①、D13①、D16②、D13②の供試体
では計測面の方へ錆汁が浸透している。D19①、D19②では計測面側への浸透は確認できな
かったが、D19①では鉄筋への赤錆の付着が多く確認できた。また D19②では布ガムテープ
を巻いた計測面から見て側面側への腐食生成物の浸透が見られた。さらに計測面側への浸
透が確認できた箇所の鉄筋で錆が確認できることからこの箇所で多く腐食が進んだと言え
る。 
 
Fig. 4-6 使用した電動ハンマー 
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Fig. 4-7 D19①のはつり出した鉄筋とコンクリート 
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Fig. 4-8 D16①のはつり出した鉄筋とコンクリート 
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Fig. 4-9 D13①のはつり出した鉄筋とコンクリート 
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Fig. 4-10 D19②のはつり出した鉄筋とコンクリート 
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Fig. 4-11 D16②のはつり出した鉄筋とコンクリート 
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Fig. 4-12 D13②のはつり出した鉄筋とコンクリート 
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４－３－３ 質量減少率の算出 
電食実験によって鉄筋がどの程度腐食したかの定量的な数値を出すためはつり出した鉄
筋を除錆し腐食による質量減少率を算出した。JCI-SCI にしたがって 60℃に保った 10％ク
エン酸二アンモニウム水溶液に鉄筋をつけ、錆を取り除いた。またコンクリートと鉄筋の境
目の局所的に腐食してしまった鉄筋を除くため測定範囲外の鉄筋を切り落とし、その鉄筋
を腐食鉄筋とした。クエン二酸アンモニウムは和光純薬工業のものを使用した。除錆後の鉄
筋表面の計測面側を Fig. 4-13、裏面側を Fig. 4-14 に示した。図より銅板側にあたる計測面
側の鉄筋表面の腐食が進行し、銅板と反対側にあたる裏面側の鉄筋表面の腐食が進行して
いないことがわかる。したがって電食では銅板側の鉄筋表面の腐食が進行するといえる。 
質量減少率の算出は既存の論文を参考にし、以下の式を用いた。 
C =
𝑚×𝑙𝑐−𝑚𝑐
𝑚×𝑙𝑐
             (4-2) 
 ここで，C：質量減少率(％)，m：錆除去後の健全な鉄筋の長さ1cm あたりの質量(g)，
𝑚𝑐：錆除去後の腐食鉄筋の質量（g），𝑙𝑐：腐食鉄筋の長さ（cm）である。 
健全鉄筋、除錆後の腐食鉄筋を質量および(4-2)式より求めた質量減少率をTable 4-3に示
す。 
 
Fig. 4-13 除錆後の鉄筋(計測面側) 
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Fig. 4-14 除錆後の鉄筋(裏面側) 
 
Table 4-3 電食による質量減少率 
 健全鉄筋(g) 腐食鉄筋(g) 
質量減少率
(%) 
D19① 450 414 7.9 
D19② 450 412 8.4 
D16① 312 271 13 
D16② 312 280 10.1 
D13① 199 172 13.3 
D13② 199 178 10.4 
質量減少量を算出したところ目標質量減少率 3%よりも質量減少量がどの供試体も多くな
っていた。これは電食実験の前に塩水浸漬を行ったことにより鉄筋の腐食量が増えたと言
える。 
1 回目、2 回目の電食実験両方で D19、D16、D13 の質量減少率がおおよそ一致し、D19 で
は質量減少率が D16、D13 より少ない結果がでているが、これは測定範囲外の鉄筋が局所的
に腐食してしまったためである。この結果は Fig. 4-7、Fig. 4-10 での測定面方向の供試体へ
の腐食生成物の浸透がない点とも一致している。また質量減少率の同程度のである D19 鉄
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筋で Fig. 4-7 では赤錆が多く存在し、Fig. 4-10 では黒錆が多く存在する。このため質量減少
率が同じ鉄筋でも腐食生成物が異なることを示唆している。 
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４－４ 鉄筋腐食の評価法 
 
４－４－１ レーダプロファイルでの比較 
上述した電食実験を行った後、電食前と同様に計測を行った。しかし、電食実験時の塩水
浸漬による電波の減衰によって鉄筋からの反射波の振幅低下が大きく、この状態だと鉄筋
からの反射波の確認が行えず腐食状況の評価が行えない。そこで電食前と同じく乾燥機で
の乾燥を行った。乾燥は電食前と同じ条件である 105℃24 時間に設定した。 
Table 4-4 乾燥での質量変化(電食後) 
 乾燥前質量(kg) 乾燥後質量(kg) 
D19① 11.38 11.18 
D16① 11.44 11.28 
D13① 10.96 10.76 
D19② 11.16 10.9 
D16② 11.12 10.94 
D13② 10.7 10.4 
 電食後の供試体の乾燥後のレーダプロファイルを Fig. 4-15、Fig. 4-16 に示す。供試体を乾
燥したことにより、電食実験の際に浸漬した水分が減少し、鉄筋からの反射が確認できるよ
うになった。 
電食前のレーダプロファイルと比較を行うと鉄筋節からの反射である赤い楕円型の孤立
イメージが欠けていたり、失われている箇所が確認できる。これは実際にはつり出した鉄筋
節の周期性が失われるほど断面欠損が進行していなかったことから、電食による腐食生成
物による鉄筋節周辺の電気的特性の変化により電波の伝搬特性に影響が出たと考えられる。
Fig. 4-15 の D13②では鉄筋節の周期性の変化がほぼ見られないがこれは鉄筋節が測定面か
ら少し傾いたことにより腐食生成物による伝搬特性に影響が少なかったと考えられる。 
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Fig. 4-15 電食後のレーダプロファイルの移動平均減算処理結果 
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Fig. 4-16 電食後のレーダプロファイルの移動平均減算処理結果 
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４－４－２ 鉄筋の表面粗さ評価による鉄筋腐食評価 
鉄筋節からの周期的な孤立反射イメージの振幅の大きさは鉄筋の形状だけではなく，か
ぶり厚やコンクリートの含水率が影響するが，減衰特性の空間分布が数 cm の範囲で一定
であるとすると移動平均減算処理の前後での波形エネルギーの比は鉄筋の電気的な形状の
変化に起因すると考えられる。そこで以下のように鉄筋コンクリートの腐食の有無の評価
のための新たな指標を導入する。反射波の到達時刻はかぶり厚や，波形の確認によりある
程度可能であり，その到達時刻 𝜏 ，及び計測位置 𝑋 を中心とした 20 mm 毎の空間幅の包
絡線波形群の実効値をその点 (𝜏,𝑋) での反射波の波形実効値 𝐸(𝜏,𝑋) と定義する。移動平
均減算前を 𝐸𝑜 (𝜏,𝑋) ，減算後を 𝐸𝑠(𝜏,𝑋) とすると，腐食による鉄筋表面の粗さを評価す
る指標 Roughness(X)として式(4-1)のように定義できる。 
𝑅𝑜𝑢𝑔ℎ𝑛𝑒𝑠𝑠(𝑋)＝Es(τ, X)/𝐸𝑜(τ, X)                       (4-1)  
移動平均減算は空間的なハイパスフィルタと等価であり計測方向の変動が小さく鉄筋の
凹凸がないような表面の滑らかなところで𝐸𝑆 (𝜏,𝑋)が小さくなる。したがって腐食により鉄
筋表面が滑らかに見えると Roughness(X)の値が小さくなる。本計測では、電食による鉄筋の
表面形状の電気的な変化により Roughness(X)の値が小さくなることを確認するため、電食前
後で Roughness(X)の値を比較した。 
Roughness(X)の計算結果を Fig. 4-18 から Fig. 4-20 に示す。さらに実際の腐食範囲と
Roughness(X)で推定される腐食範囲の比較を Table 4-5 に示す。D16①、D13①、D16②につい
ては鉄筋の腐食生成物が計測面方向に浸透している箇所と一致しており、正しく判別でき
ていると言える。また D19①では腐食生成物が計測面方向に浸透している箇所がなかった
が Roughness(X)で推定される腐食範囲の鉄筋に赤錆が多く確認でき腐食の判別が行えてい
ると言える。さらに D19②では計測面方向ではなく側面方向に腐食生成物が漏れ出してい
ることが確認でき、D19①と比べ黒錆と推測される腐食生成物が鉄筋に多く付着しており、
腐食生成物が異なることにより腐食が進んでいないという判別ができたと言える。しかし、
D13②では腐食生成物が多く計測面方向に浸透している箇所で判別が行えていない。この理
由として D13②では鉄筋節が測定面からずれた方を向いており、腐食した箇所が鉄筋の計
測面側を向いている箇所だったため鉄筋節付近に腐食生成物が溜まらず、腐食生成物によ
る電波の伝搬に対する影響が少なかったためだと考えられる。この結果より、鉄筋の節が測
定面を向いており、さらに電波の伝搬特性に影響を与えるように腐食生成物が生じたとき
に腐食鉄筋の Roughness が-20dB 以下の時腐食の判別が行える可能性が高い。 
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Fig. 4-17 Roughness イメージ図 
 
Table 4-5 腐食範囲の評価 
  計測面側の腐食生成物の浸透範囲(cm) Roughness による腐食範囲(cm) 
D19① なし 0～13 
D16① 10～15 12～17 
D13① 0～5 0～6 
D19② なし 0～4 
D16② 0～10 6～7、9～10、14～18 
D13② 12～20 なし 
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Fig. 4-18 Roughness と D19 供試体の腐食箇所の比較 
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Fig. 4-19 Roughness と D16 供試体の腐食箇所の比較 
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Fig. 4-20 Roughness と D13 供試体の腐食箇所の比較 
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第５章 結論 
５－１ 結論 
 本研究では、近年問題化している RC 構造物の早期劣化に対する新しい非破壊検査法とし
てレーダを用いた「鉄筋節のレーダイメージングによる鉄筋腐食評価」を提案している。      
本研究の目的として現在使用されている RC 構造物を模擬した鉄筋コンクリートを供試体
として作製し、RCレーダより高い周波数帯での高分解能なレーダシステムによって計測し、
定量的な腐食検査の方法を検討することである。 
第 1 章は序論であり、RC 構造物の早期劣化原因について述べ、それが鉄筋の劣化に起因
して生じるものだということについて述べた。さらに現在使用されている鉄筋の腐食検査
方法についても述べ、現在用いられている研究の問題点からレーダによる非破壊での鉄筋
検査についての有効性について述べた。また本研究で用いた腐食評価法の基本的なアイデ
アを述べた。 
第 2 章では、本研究で作製した 3 種類の供試体、使用アンテナの必要要件と実際に使用
したアンテナ、計測の再現性を保つために構築した計測システム、また計測方法の詳細につ
いて述べた。 
第 3 章では、測定条件や取得したデータの表示方法や鉄筋節を確認するための信号処理
法について述べた。さらに電食前の供試体を対象とし移動計測を行い、その結果に信号処理
を行い鉄筋の節の間隔と一致した孤立反射イメージを確認した。また測定を行う際の偏波
の組み合わせ、供試体の含水率、実験の再現性について確認をし、R(右旋円偏波)と L(左旋
円偏波の偏波の組み合わせが計測に適していること、供試体の含水率が低い方が鉄筋から
の反射イメージが受かりやすいこと、本計測の再現性があることが確認できた。 
第 4 章では、供試体内の鉄筋を人工的に腐食させる電食実験および電食実験後の鉄筋お
よびコンクリートの状態の確認、腐食の評価を行った。電食実験による腐食状況を鉄筋をは
つり出すことにより確認した。さらにクエン二酸アンモニウムに浸漬し、鉄筋を測定範囲と
一致するように切断することにより各鉄筋の質量減少量を算出した。また電食前と同様に
計測しレーダプロファイルの移動平均減算処理結果の比較、鉄筋腐食を評価する新しい指
標の導入により鉄筋節が測定面を向いており、電波の伝搬に影響がでるような腐食生成物
が生じたときに鉄筋腐食の非破壊検査ができる可能性を示した。 
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５－２ 今後の課題 
・供試体の水分量による影響のさらなる検討 
養生後や電食後等の供試体の含水率が増加したときには電波の減衰により鉄筋からの反
射イメージが弱く、受かりにくいことが確認された。したがって供試体の含水率による影響
をさらに検討する必要がある。さらにコンクリートの強度を決める水セメント比(W/C)によ
ってもコンクリートの含水率が変化するため、本研究では W/C 50.5%の供試体のみを対象
にして計測を行ったが、強度を変えた供試体での計測を行う必要がある。 
 
・塩水散布試験での鉄筋の腐食 
 電食試験では鉄筋の局所的な腐食が起こるという実験結果や鉄筋別で腐食生成物電食実
験と実際の環境では腐食生成物が若干異なることから、実際の腐食に近い 3％NaCl 水溶液
に浸漬し、その後乾燥することを繰り返し行う塩水散布試験での腐食促進を行った供試体
での非破壊検査の検討が必要である。 
 
・鉄筋節の方向の依存性の検討 
 本研究では、鉄筋節が計測面を向いていない供試体の腐食が進行している箇所について
腐食の判別が行えていない事が判明した。したがって鉄筋節が計測面からずらした供試体
を作製し、同様の計測を行い鉄筋節の方向の依存性を確認する必要がある。 
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